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水戸証券株式会社
金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第181号
日本証券業協会　一般社団法人日本投資顧問業協会

お問い合せ先：カスタマーセンター 　　　　 0120-310-273
（審査部審査番号　1304049号）

（注）利率はロシアルーブルベースです。（為替・税金の考慮をしておりません。）

「外国証券取引口座」の開設が必要となります。
個人のお客様の場合、2013年１月１日から2037年12月31日までは、利金は一律20.315％（国税15.315％、地方税５％）の源泉分
離課税の対象となります。2016年1月1日以後は20.315%（国税15.315%、地方税5%）の申告分離課税の対象となります。
お客様の買付適用為替レート（ご購入時）は注文処理日午後5時頃のインターバンクレートを基準に当社所定の為替手数料が発生し
ます。元利金および途中売却時に適用される為替レートは、利払日・償還日または売却日の午前10時30分のインターバンクレートを
基準に、当社所定の為替手数料を差し引きます。
売却益は非課税、償還差益は雑所得として総合課税の対象となります。2016年1月1日以後は申告分離課税の対象となります。
お申し込みの際は、必ず目論見書・契約締結前交付書面をご覧ください。

為 替 変 動リスク

価 格 変 動リスク

発行者の信用リスク

流 動 性 リ ス ク

カントリーリスク
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為替相場の変動により、利金、償還時および中途売却時の円貨でのお受取り金額は増減し、損失を被ることが
あります。
途中売却の場合には、売却時の債券市況や金利水準により、債券の売却価格が変動し、投資元本を下回るこ
ともあります。
発行者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により、元本や利息の支払能力（信
用度）が変化し、損失を被ることがあります。
市場環境の変化により流動性が低くなることも考えられます。極端な場合には、店頭取引において、買い取り
が行われなくなる可能性があります。
発行通貨国の政治・経済・社会情勢の混乱等により債券の売買が制限されることなどから、損失を被ることが
あります。
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額面金額の100.00％
額面200,000ロシアルーブル以上、
200,000ロシアルーブル単位
2013年5月1日～2013年5月28日
2013年5月29日
2013年5月30日
2018年5月30日
毎年5月30日および11月30日（年2回）

売 出 価 格

お申込単位

売 出 期 間
発 行 日
受 渡 日
償 還 日
利 払 日

Baa1/Moody’s, A－/S&P, A/Fitch
金融商品取引法第66条の27の規定に基づく信用格付
業者としての登録をしていない格付業者が付与した格
付（無登録格付）。

１年目利率：6.00％
２年目利率：6.05％
３年目利率：6.10％
４年目利率：6.15％
５年目利率：6.20％

発行体格付

発 行 者

利 率
（ロシアルーブル
ベース課税前）

モルガン・スタンレー

毎年利率が0.05%ス
テップアップ

毎年利率が0.05%ス
テップアップ

外貨建債券のお取引きにあたってのリスクについて

売 出 要 項

2013年5月1日（水）～5月28日（火）売 出 期 間

利率／年
ロシアルーブル建の
表面利率（課税前）

1年目利率 5年目利率4年目利率3年目利率

6.00%6.00%

2年目利率

モルガン・スタンレー（Morgan Stanley）

利率／年

利率ステップアップ型ロシアルーブル建社債

モルガン・スタンレー（Morgan Stanley）

2018年5月30日満期（約5年債）

6.20%6.20%6.15%6.15%6.10%6.10%6.05%6.05%



本社債は銀行預金ではなく、連邦預金保険公社またはその他いかなる政府機関による保険の対象となっておらず、また銀行債務でもなく、銀行によ
る保証も付されていません。
本社債は、1933年米国証券法（修正を含み、以下「証券法」という。）又は米国のいかなる州の証券法令に基づく登録も受けておらず、今後も登録さ
れることは無く、また、米国における納税義務の対象となります*。かかる証券はいかなる時も米国内において、又は米国居住者（レギュレーションS
（修正を含む。）において定義される。）に対して若しくは米国居住者の勘定において、取得勧誘、売付け勧誘等、売却、譲渡又は交付されてはならない
ものとします。
＊なお、一定の条件を満たす課税非対象者は必要書類を提出することで課税が免除されます。

※

※

国 籍

所 在 地

上場取引所

事業内容

出資構成等

米国

1585 Broadway, New York, NY 10036, USA

ニューヨーク証券取引所

モルガン・スタンレーは、投資銀行、証券、資産運用、ウェルス・マネジメント事業において多岐にわたるサービスを提供
する世界有数の総合金融サービス企業です。世界43カ国にある1,200以上のオフィスを通じて、法人、政府、機関投
資家、個人に質の高い金融商品およびサービスを提供しています。（モルガン・スタンレーに関する詳細：
www.morganstanley.com）

2008年10月、三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ（MUFG）はモルガン・スタンレーに対し90億米ドルの出資を行い、
2011年6月、本出資に基づき保有していた転換型優先株式を普通株式に転換し、モルガン・スタンレーの議決権の約
22.4％を取得しました（2012年3月末時点の保有議決権比率は約21.8%）。これにより、モルガン･スタンレーは今
後提出されるMUFGの連結財務諸表上において、MUFGの持分法適用関連会社となりました。

株主資本
総 資 産
自己資本率

約621億米ドル（約5.4兆円、１ドル＝８7円換算、２０１2年１２月末現在）

約7,810億米ドル（約68兆円、１ドル＝87円換算、２０１2年１２月末現在）

中核的自己資本比率（Tier1）14.6%（２０１2年１２月末現在）

発行者概要　Morgan Stanley（モルガン・スタンレー）
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17,098,200平方キロメートル（世界第1位、日本の約45倍）
1億4,306万人（2012年1月1日時点）
モスクワ 人口1,161万2,943人（2012年1月1日時点）
ロシア語、他各民族語
ロシア正教、キリスト教、イスラム教、ユダヤ教、仏教等
連邦共和制
ウラジーミル・プーチン（2012年5月大統領就任、任期6年）
1兆8,504億米ドル（2011年）
+4.3%（2011年）
4,539億米ドル（2011年）

出所：ジェトロ、外務省、ロシア連邦国家統計局

出所：天然ガス、石炭、原油はBP、金鉱、鉄鉱石、銅鉱はUSGS

1位
21%
2位
19%

天然ガス
順位
世界シェア
順位
世界シェア

鉄鉱石 銅鉱金鉱原油石炭
2位
18%
6位
4%

8位
5%
2位
13%

3位
10%
4位
8%

3位
16%
5位
3%

6位
4%
6位
4%

埋蔵量

生産量

面 積
人 口
首 都
言 語
宗 教
政 体
元 首
名目 G D P 総額
実質GDP成長率
外 貨 準 備 高

ロシア連邦の概要

ロシアの資源（2011年）

利率ステップアップ型ロシアルーブル建社債テップアップ型テップアップ型ロシアルーブルロシアルーブル
2018年5月30日満期（約5年債）



無登録格付に関する説明書

格付会社に対しては、市場の公正性・透明性の確保の観点から、金融商品取引法に基づく信用格付業者の登録制が導入されております。
これに伴い、金融商品取引業者等は、無登録格付業者が付与した格付を利用して勧誘を行う場合には、金融商品取引法により、無登録
格付である旨及び登録の意義等を顧客に告げなければならないこととされております。

登録を受けた信用格付業者は、①誠実義務、②利益相反防止・格付プロセスの公正性確保等の業務管理体制の整備義務、③格付対象の証券
を保有している場合の格付付与の禁止、④格付方針等の作成及び公表・説明書類の公衆縦覧等の情報開示義務等の規制を受けるとともに、
報告徴求・立入検査、業務改善命令等の金融庁の監督を受けることとなりますが、無登録格付業者は、これらの規制・監督を受けておりません。

■登録の意義について

水戸証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第181号　加入協会／日本証券業協会　一般社団法人日本投資顧問業協会

格付会社グループの呼称：ムーディーズ・インベス
ターズ・サービス・インク（以下「ムーディーズ」と
称します。）

グループ内の信用格付業者の名称及び登録番
号：ムーディーズ・ジャパン株式会社
（金融庁長官（格付）第２号）

格付会社グループの呼称等について

ムーディーズ・ジャパン株式会社のホームページ
（ ム ー ディー ズ 日 本 語 ホ ー ム ペ ー ジ
（http://www.moodys.co.jp）の「信用格付事
業」をクリックした後に表示されるページ）にある
「無登録業者の格付の利用」欄の「無登録格付説
明関連」に掲載されております。

信用格付を付与するために用いる方針及び方法の概要に関する情報の入手方法について

ムーディーズの信用格付は、事業体、与信契約、
債務又は債務類似証券の将来の相対的信用リス
クについての、現時点の意見です。ムーディーズ
は、信用リスクを、事業体が契約上・財務上の義務
を期日に履行できないリスク及びデフォルト事由
が発生した場合に見込まれるあらゆる種類の財
産的損失と定義しています。

信用格付は、流動性リスク、市場リスク、価格変動
性及びその他のリスクについて言及するもので
はありません。また、信用格付は、投資又は財務
に関する助言を構成するものではなく、特定の証
券の購入、売却、又は保有を推奨するものではあ
りません。ムーディーズは、いかなる形式又は方
法によっても、これらの格付若しくはその他の意
見又は情報の正確性、適時性、完全性、商品性及
び特定の目的への適合性について、明示的、黙
示的を問わず、いかなる保証も行っていません。

ムーディーズは、信用格付に関する信用評価を、
発行体から取得した情報、公表情報を基礎として
行っております。ムーディーズは、これらの情報が
十分な品質を有し、またその情報源がムーディー
ズにとって信頼できると考えられるものであるこ
とを確保するため、全ての必要な措置を講じてい
ます。しかし、ムーディーズは監査を行う者ではな
く、格付の過程で受領した情報の正確性及び有
効性について常に独自の検証を行うことはでき
ません。

信用格付の前提、意義及び限界について

この情報は、当社が信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を当社が保証するものではありません。
詳しくは上記各格付会社のホームページをご覧ください。

以上

ムーディーズ

格付会社グループの呼称：スタンダード＆プアー
ズ・レーティングズ・サービシズ（以下「S&P」と称
します。）

グループ内の信用格付業者の名称及び登録番
号：スタンダード＆プアーズ・レーティング・ジャパン
株式会社
（金融庁長官（格付）第５号）

ス タ ン ダ ード＆プ ア ー ズ・レ ー ティン
グ・ジャパン 株 式 会 社 の ホ ー ム ペ ー ジ
（http://www.standardandpoors.co.jp）の
「ライブラリ・規制関連」の「無登録格付け情報」
（ h t t p : / / w w w . s t a n d a r d a n d  
poors.co.jp/unregistered）に掲載されており
ます。

S&Pの信用格付は、発行体または特定の債務の
将来の信用力に関する現時点における意見であ
り、発行体または特定の債務が債務不履行に陥
る確率を示した指標ではなく、信用力を保証する
ものでもありません。また、信用格付は、証券の
購入、売却または保有を推奨するものでなく、債
務の市場流動性や流通市場での価格を示すもの
でもありません。

信用格付は、業績や外部環境の変化、裏付け資
産のパフォーマンスやカウンターパーティの信
用力変化など、さまざまな要因により変動する可
能性があります。

S&Pは、信頼しうると判断した情報源から提供さ
れた情報を利用して格付分析を行っており、格付
意見に達することができるだけの十分な品質お
よび量の情報が備わっていると考えられる場合
にのみ信用格付を付与します。しかしながら、
S&Pは、発行体やその他の第三者から提供され
た情報について、監査、デューデリジェンスまた
は独自の検証を行っておらず、また、格付付与に
利用した情報や、かかる情報の利用により得られ
た結果の正確性、完全性、適時性を保証するもの
ではありません。さらに、信用格付によっては、利
用可能なヒストリカルデータが限定的であること
に起因する潜在的なリスクが存在する場合もあ
ることに留意する必要があります。

スタンダード＆プアーズ

フィッチ・レーティングス・ジャパン株式会社のホー
ムページ（http://www.fitchratings.co.jp）の
「規制関連」セクションにある「格付方針等の概
要」に掲載されております。

フィッチの格付は、所定の格付基準・手法に基づ
く意見です。格付はそれ自体が事実を表すもの
ではなく、正確又は不正確であると表現し得ませ
ん。信用格付は、信用リスク以外のリスクを直接
の対象とはせず、格付対象証券の市場価格の妥
当性又は市場流動性について意見を述べるもの
ではありません。格付はリスクの相対的評価であ
るため、同一カテゴリーの格付が付与されたとし
ても、リスクの微妙な差異は必ずしも十分に反映
されない場合もあります。信用格付はデフォルト
する蓋然性の相対的序列に関する意見であり、
特定のデフォルト確率を予測する指標ではあり
ません。

フィッチは、格付の付与・維持において、発行体等
信頼に足ると判断する情報源から入手する事実
情報に依拠しており、所定の格付方法に則り、か
かる情報に関する調査及び当該証券について又
は当該法域において利用できる場合は独立した
情報源による検証を、合理的な範囲で行います
が、格付に関して依拠する全情報又はその使用
結果に対する正確性、完全性、適時性が保証され
るものではありません。ある情報が虚偽又は不
当表示を含むことが判明した場合、当該情報に
関連した格付は適切でない場合があります。また、
格付は、現時点の事実の検証にもかかわらず、格
付付与又は据置時に予想されない将来の事象や
状況に影響されることがあります。

フィッチ

格付会社グループの呼称：フィッチ・レーティング
ス（以下「フィッチ」と称します。）

グループ内の信用格付業者の名称及び登録番
号：フィッチ・レーティングス・ジャパン株式会社
（金融庁長官（格付）第７号）

水戸証券株式会社



お客様が当社にて購入された債券は当社指定の海外保管機関において保管されます。●

本資料において使用される格付けについて、以下に掲げる当該信用格付付与者は金融商品取引法第66条の27の
登録を受けておりません。無登録格付に関する留意点につきましては、「無登録格付に関する説明書」をご覧下さい。
◎ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）
◎スタンダード＆プアーズ・レーティングズ・サービシズ（S&P）
◎フィッチ・レーティングス（Fitch）

●

本債券を募集・売出し等により、または当社との相対取引により購入する場合は、購入対価のみをお支払いいただ
きます。
本債券の売買、償還等にあたり、円貨と外貨を交換する際には、外国為替市場の動向をふまえて当社が決定した
為替レートによるものとします。

●

●

上記課税に関する記述において、今後税制が改正された場合、変更になることがあります。

：

：

：
：

2013年１月１日から2037年12月31日までは、20.315％（国税15.315％、地方税５％）の源泉分離課
税の対象となります。2016年1月1日以後は20.315%（国税15.315%、地方税5%）の申告分離課税
の対象となります。
途中売却の際の経過利子は、非課税扱いとなります。2016年1月1日以後は譲渡所得として申告分離
課税の対象となります。
雑所得として総合課税の対象となります。2016年1月1日以後は申告分離課税の対象となります。
途中売却益は非課税扱いとなります。2016年1月1日以後は申告分離課税の対象となります。

利 金

経 過 利 子

償 還 差 益
途中売却益

●

●

●
●

お申込みの際は、必ず金融商品取引法第37条の3の規定によりお渡しする「契約締結前交付書面」および「目論見書」
に基づき、説明を受けた上でお申込みください。「目論見書」のご請求は、当社の本・支店までお願いいたします。
途中売却の国内受渡日は通常、約定日から起算して4営業日目（約定日を含む）以降となります。
本債券は売出しとなりますので、売出期間中の価格は額面金額の100.00%で一定となります。
国内での利金、償還金のお支払いは各利払日、償還日の翌営業日以降となります。
売出額に限りがありますので、売切れの際はご容赦ください。
外貨建て債券のお取引は、クーリング・オフの対象にはなりません。
お申込み代金に関しましては売出期間（２０１3年5月1日～5月28日）中にご入金いただきますようお願いいたします。

●

●
●
●
●
●
●

差額調整方式とは、国外で源泉徴収されている税額がある場合には、その源泉徴収税額と合わせて20.315％となるように
国内の源泉徴収税額を調整される方式をいいます。
途中売却時、譲渡所得で総合課税の対象となる金額は以下の通りです。
・ 所有期間5年以下 ： 譲渡益－特別控除50万円
・ 所有期間5年超 ： （譲渡益－特別控除50万円）× 1/2
・ 特別控除50万円は、譲渡所得の年間合計から控除されるものであり、短期譲渡益から優先して適用されます。
年収2,000万円以下の給与所得者で、償還差益を含めた給与・退職所得以外の所得が、年間20万円以下の場合、所得税の
申告の義務はありません（住民税は別途申告が必要となります）。
2016年1月1日以後は申告分離課税の対象となり、損益通算が可能となります。
2013年3月29日に可決されました平成25年度税制改正関連法に基づいて作成しています。

※1

※2

※3

※4
※

途中売却益

償還差益

非課税 非課税

雑所得として総合課税※3

譲渡所得として
総合課税※2税制※4

外国債券の税金 ゼロクーポン債利付債 （利率年0.5％以上）

利金 ー20.315％
源泉徴収（差額調整方式※1）

20.315％
源泉徴収（差額調整方式※1）

売買等に関する留意事項

税制に関する留意事項

手数料など諸費用について

無登録格付について

その他


